
 

○事業場排水自主測定要領 

令和３年７月14日公営企業管理者決裁 

事業場排水自主測定要領 

１ 目的 

この要領は、下水道法（昭和33年法律第79号）に定める特定事業場（特定施設を設置する工場

又は事業場）における下水の汚染状態を自主測定することにより、公共下水道の保全及び公害の

未然防止を図ることを目的とする。 

２ 自主測定 

(１) 対象事業場 

ア 有害物質を排出するおそれのある特定事業場 

イ 日平均排出量が50ｍ

３

以上の特定事業場 

(２) 測定箇所 

公共下水道に流入するすべての排出口とする。測定のための試料は、公共下水道に流入する

直前で公共下水道による影響の及ばない地点において、測定しようとする下水の水質が最も悪

いと推定される時刻に水深の中層部から採取すること。 

(３) 測定回数 

排出量及び水質により、次の基準に従い測定するものとする。 

特定事業場 

測定回数 

排出量 

有害物質の使用の有

無 

5000ｍ

３

／日以上 

有 法に基づき測定 

無 月に１回以上測定 

500ｍ

３

／日～ 

5000ｍ

３

／日未満 

有 月に１回以上測定 

無 ２ケ月に１回以上測定 

50ｍ

３

／日～ 

500ｍ

３

／日未満 

有 ２ケ月に１回以上測定 

無 ６ケ月に１回以上測定 

50ｍ

３

／日未満 有 ６ケ月に１回以上測定 

（注） 測定項目は、下水の汚染状態により別表１を参照して決定するものとする。 

 



 

(４) 測定方法 

下水の水質の検定に関する省令（昭和37年厚生省、建設省令第１号）に規定する検定の方法

により行う。 

(５) 測定結果の記録 

水質測定の結果は、様式１による水質測定記録表により記録し、その結果を５年間保存する

こと。 

３ 測定結果の報告 

前項の規定による測定結果の報告は、次によるものとする。 

(１) 対象事業場 

ア 有害物質を排出するおそれのある特定事業場 

イ 日平均排出量が50ｍ

３

以上の特定事業場 

(２) 報告事項 

様式２による事業場排出測定結果報告書により、管理者あて１部を水道局事業場排水担当課

に提出するものとする。 

(３) 報告期日 

測定を実施した日の属する月の翌月末日までに報告するものとする。 

附 則 

この要領は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年12月25日） 

この規程は、平成13年１月６日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年７月14日から施行する。 

 

 



 

様式１（第２項関係） 

 



 

様式２（第３項関係） 

 



 

［参考］ 

 

 


